
　　　社会福祉法人成寿会　地域密着型介護老人福祉施設　Ｃｌｕｂ　Ｃｉｔｙ　　

　　　　＜地域密着型介護老人福祉施設運営規程＞
一、施設の名称及び所在地

第１条（施設の名称及び所在地）

　　　　　＊　名　称　　：地域密着型介護老人福祉施設　Ｃｌｕｂ　Ｃｉｔｙ
　　　　　＊　開設年月日：令和3年4月1日

　　　　　＊　管理者名　：施設長　　奥村　俊樹
　　　　　＊　所在地　　：秋田県大館市釈迦内字獅子ケ森１番３２
　　　　　＊　指定番号　：

二、施設の目的及び運営の方針

第２条（施設の目的）

　　社会福祉法人成寿会が開設する地域密着型介護老人福祉施設（地域密着型特別養護老人ホーム）Ｃｌｕｂ　Ｃｉｔｙ（以下、本施設という。）が行う地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護の事業（以下「本事業」という。）の適正な運営を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定め、要介護状態にある入所者（以下「入所者」という。）に対して適正な介護サービスを提供することを目的とする。
第３条（運営の方針）

　　　本施設は、次に掲げる基本方針に基づき本事業を運営する。
１．本施設は、施設サービス計画に基づき、入所者の居宅における生活への復帰を念頭におき、入所前の居宅における生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて、入浴、排せつ、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の世話、機能訓練、栄養管理、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、入所者が相互に社会的関係を築きながら、その有する能力に応じ自律的な日常生活を営むことができるようにすることを目指すものとする。
　２．本施設は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立って介護保険施設サービスの提供に努めるものとする。

　３．本施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、

　　居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保険医療サービス又は福祉サービスを提供するものとの綿密な連携に努める。

　４．本施設の従業者は、サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、入所者又はその家族に対し療養上必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行うものとし、同意を得て実施するよう努める。
　５．本施設は、入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護する為、緊急やむを得ない場合を除き、

　　身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為は行わない。やむを得ず拘束する場合は、入所者又はその家族に説明の上、医師の指示の下に行うとともに、その状態、経過、心身の状況及び拘束の理由等を診察録に記録するものとする。
　６．利用者の個人情報の保護は、個人情報法に基づく厚生労働省のガイドラインに則り、本施設が得た利用者及びご家族の個人情報については、本施設での介護サービスの提供にかかる以外の利用は原則的に行わないものとし、外部への情報提供については、必要に応じて利用者本人またはご家族、代理人の了承を得る事にする。

三、職員の職種、員数及び職務内容

第４条（職員の職種、員数等）

　　　本施設は、老人保健施設サービス提供にあたる従業者の職種・員数として、次のとおり配置するものとする。
	職　　種
	員数

	管理者（施設長）
	１名

	医師
	１名以上

	生活相談員
	１名以上

	看護師・准看護師
	１名以上

	介護員
	９名以上

	管理栄養士・栄養士
	１名以上

	機能訓練指導員（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士）
	１名以上

	介護支援専門員
	１名以上

	事務職員
	１名以上

	業務員
	１名以上


　　　　※兼務あり。（本体施設を含む）
第５条（管理者）

　　　管理者は、本施設の従業者及び業務の管理を一元的に行うものとし、従業者に運営基準を遵守さ　　せる為の必要な指揮命令を行う。
第６条（従業者の職務内容）

　　　施設サービスを提供する従業者の職務内容は、次のとおりとする。
　　　管理者 　　　　：従業者の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。
　　　医師 　　　　　：入所者の症状に応じて、入所者の診察・健康管理及び保健衛生指導に従事する。

　　　生活相談員 　　：入所者及びその家族からの心身、生活、当該施設サービスに関する内容等の相談に対応し、相談者の精神的負担の軽減を促すと共に、入所者により快適な生活が提供できるよう、相談内容を必要に応じてサービスに反映し、質の改善・向上を目指す。

　　　看護職員 　　  ：血圧、脈拍、体温測定等による健康チェックを実施し、入所者の保健衛生管理及び日常生活の援助に従事する。

　　　介護職員 　　　：食事、レクリエーション、入浴等、生活の介護全般に渡る（他の職種が担当する職務内容を除く）入所者への介護・支援を行う。

　　　介護支援専門員 ：入所者、家族と十分な面接を行い、あらゆるニーズを発見した後、施設サービス計画作成等に従事する。
　　　（管理）栄養士　：適切な栄養指導を行い、食品及び衛生管理に努め、調理員を指導監督する。
　　　機能訓練指導員：入所者が日常を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を防止するための訓練を行う。
　　　事務員　　　　：庶務並びに会計及び営繕等の業務に従事する。

　　　業務員　　　　：車両運転、営繕、施設内外の清掃等の業務に従事する。

第７条（入所定員）

　　本施設の入所定員は２９名とする。
四、介護保険施設サービスの内容及び利用料その他の費用の額
第８条（介護保険施設サービスの内容及び利用料等）

　１．本施設が提供する内容は以下に記すとおりとする。

　　　本施設のサービスは、居宅における生活への復帰を目指し、利用者に係るあらゆる職種の職員の協議によって作成される施設サービス計画に基づいて、入所者の病状及び心身の状況に照らして行う適切な医療及び医学的管理の下における看護・介護ならびに日常生活の世話、また栄養管理を行い、栄養状態の管理をする。
　　（イ）本施設は、下記のとおり地域密着型サービス費を算定する。

（１）　ロ　ユニット型地域密着型介護福祉施設入所者生活介護費　

　　　（１）　ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費（Ⅰ）
（１日につき）　〈ユニット型個室〉
また、保険給付の自己負担額を、定める料金表により支払いを受けるものとする。
　　（ロ）本施設は、退所後の在宅サービス等について、必要に応じ居宅を訪問し、入所者、家族の双方に療養上の指導を行うものとする。また退所後の主治医に対して紹介状の交付を行うものとする。

　　（ハ）本施設は、１週間に２回以上の入浴又は清拭を行うものとする。

　　（ニ）本施設は、入所者の排泄の自立について必要な援助を行うとともに、オムツを使用しなければならない入所者のオムツを適切に取り替える。おむつ交換は、適宜行うものとする。

　　　※各種加算の算定を受ける場合は、以下列記する。

　　　　（１）日常生活継続支援加算（Ⅱ）　・・・　46円／日

　　　　（２）看護体制加算（Ⅰ）　・・・　12円／日
　　　　（３）夜勤職員配置加算（Ⅳ）イ　・・・　61円／日
（４）生活機能向上連携加算（Ⅱ）　・・・　200円／月（但し、個別機能訓練加算を算定している場合は、１月につき100円を算定する）
（５）個別機能訓練加算（Ⅰ）　・・・　12円／日
（６）個別機能訓練加算（Ⅱ）　・・・　20円／月

（７）若年性認知症入所者受入加算　・・・　120円／日（但し、認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定しない）
（８）外泊時費用　・・・　246円／日（１月に６日を限度とし、施設利用料に代えて支払い）

　　　　（９）外泊時在宅サービス利用費用　・・・　560円／日（１月に６日を限度とし、施設利用料に代えて支払）
（１０）初期加算　・・・　30円／日（入所後３０日に限る）
（１１）再入所時栄養連携加算　・・・　400円／回（1回を限度とするが、栄養ケア・マネジメ　ント未実施減算の場合は算定しない）
　　　（１２）退所前訪問相談援助加算　・・・　460円／回

（１３）退所後訪問相談援助加算　・・・　460円／回

（１４）退所時相談援助加算　・・・　400円／回

　　　（１５）退所前連携加算　・・・　500円／回

　　　（１６）協力医療機関連携加算（Ⅰ）　・・・　50円／月（相談・診療を行う体制を常時確保し、緊急時に入院を受け入れる体制を確保している協力医療機関と連携している場合）
（１７）栄養マネジメント強化加算　・・・　11円／日
（１８）経口移行加算　・・・　28円／日（1回を限度とするが、栄養ケア・マネジメント未実施減算の場合は算定しない）
　　　（１９）経口維持加算（Ⅰ）　・・・　400円／月（原則として６月以内とするが、栄養ケア・マネジメント未実施減算の場合は算定しない）
　　　（２０）経口維持加算（Ⅱ）　・・・　100円／月（原則として６月以内とするが、経口維持加算（Ⅰ）を算定しない場合は算定しない）
　　　（２１）口腔衛生管理加算（Ⅰ）　・・・　９０円／月
　　　（２２）口腔衛生管理加算（Ⅱ）　・・・　１１０円／月

　　　（２３）療養食加算　・・・　６円／回（１日に３回を限度）
　　　（２４）看取り介護加算（Ⅰ）　・・・　①1，280円（死亡日）／日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②680円（死亡日の前日及び前々日）／日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③144円（死亡日以前４日以上３０日以下）／日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④72円（死亡日以前３１日以上４５日以下）／日
　　　（２５）在宅復帰支援機能加算　・・・　10円／日
　　　（２６）在宅・入所相互利用加算　・・・　40円／日
　　　（２７）褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）　・・・　3円／回（３月に１回を限度とし、褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）を算定している場合は算定しない）
　　　（２８）褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）　・・・　13円／回（３月に１回を限度とし、褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）を算定している場合は算定しない）
（２９）排せつ支援加算（Ⅰ）　・・・　10円／月（排せつ支援加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定している場合は算定しない）
（３０）排せつ支援加算（Ⅱ）　・・・　15円／月（排せつ支援加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を算定している場合は算定しない）
（３１）排せつ支援加算（Ⅲ）　・・・　20円／月（排せつ支援加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定している場合は算定しない）
　　　（３２）介護職員等処遇改善加算　・・・　介護保険施設サービス費（Ｉ）に各種加算減算を加えた総単位数の１７．６％

　　　（３３）科学的介護推進体制加算（Ⅱ）　・・・　50円／月
　　　（３４）ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）　・・・　30円／月（ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）を算定している場合は算定しない）
　　　（３５）ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）　・・・　60円／月（ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）を算定している場合は算定しない）
（３６）自立支援促進加算　・・・　300円／月
（３７）生産性向上推進体制加算（Ⅰ）　・・・　100円／月

（３８）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）・・・18円／日
（３９）安全対策体制加算　・・・　20円／回（入所者１人につき１回を限度とし、入所初日に限り算定する）
　２．本施設の利用料その他の額

　　　これらのサービスは、施設サービス計画に沿って、入所者に提供するものとする。介護保険施設サービスを提供した場合に利用者から支払いを受ける利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準額（介護報酬の告示上の額）によるものとする。尚、当該介護保険施設が法定代理受領サービスであるときは、その額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とする。

　　　また、利用料として、居住費・食費、入所者が選定する特別な室料、日常生活品費、理美容代、健康管理費、私物の洗濯代、その他の費用等利用料を、重要事項説明書に掲載の料金により支払いを受けるものとする。
(その他の金額)
　（１）居住費（室料、光熱水費）

　　　●ユニット型個室（静養室）
　　　　　　基準額　　　　　　１日　　２０６６円

　　　　　　第１段階　　　　　１日　　　８８０円

　　　　　　第２段階　　　　　１日　　　８８０円

　　　　　　第３段階①　　　　１日　　１３７０円
　　　　　　第３段階②　　　　１日　　１４７０円
　　　　　　第４段階　　　　　１日　　２０６６円

　（２）食費（基準額1545円/日）
　　　　　　基準額　　　　　　１日　　１５４５円（１食４８１円）

　　　　　　第１段階　　　　　１日　　　３００円（１食１００円）

　　　　　　第2段階　　　　　１日　　　３９０円（１食１３０円）

　　　　　　第３段階①　　　　１日　　　６８０円（１食２２６円）
　　　　　　第３段階②　　　　１日　　１４２０円（１食４７３円）

　　　　　　第４段階　　　　　１日　　１５４５円（朝食５１５円、昼食５１５円、夕食５１５円）

　　　　　　※入所、退所、外泊時等は１食単位での請求とする。

（３）利用者選択サービス

　　　　　　　　○　理美容代　　　　カット　　　　　　　　　　　　１８００円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　顔そり　　　　　　　　　　　　１０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　パーマ　　　　　　　　　　　　５０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　毛染め　　　　　　　　　　　　３５００円

　　　　　　　　○　おやつ代　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０２円

　　　　　　　　○　私物洗濯代（施設での緊急時の洗濯分）〈１キロ〉　 ２８５円
　　　　　　　　○　私物洗濯代（施設での洗濯分）　　　　　　　下記表のとおり
	　　　　　　　　　下着類
	シャツ
	２０円

	
	パンツ
	２０円

	
	靴下
	２０円

	
	ズボン下
	２０円

	
	フェイスタオル
	２０円

	
	ハンカチ
	２０円

	パジャマ類
	パジャマ上
	２０円

	
	パジャマ下
	２０円

	普通着
	ブラウス
	１５０円

	
	ズボン
	１５０円

	
	ワンピース
	１５０円

	
	ズック
	１５０円

	
	スリッパ
	１５０円

	
	浴衣
	１５０円

	特別着
	トレーナー
	２００円

	
	セーター
	２００円

	
	座布団
	２００円


○　受診料等本人分立替　　　　　　　　　　　　　　実費相当額

　　　　　　　　○　健康管理費（インフルエンザ予防接種費用等）　　実費相当額
　３．前２項の費用の支払いを受ける場合には、あらかじめ利用者又はその家族に対し、当該サービスの

　　内容及び費用について文書で説明を行い、利用者の同意を得るものとする。

五、サービス利用（施設利用）にあたっての留意事項

第９条（施設の利用に当たっての留意事項）

1． 入所者は、療養生活の秩序を保ち、相互の親睦に努めなければならないものとする。
　２．入所者は、外泊又は外出しようとする時は、その都度外泊先又は外出先、用件、外泊又は外出する期間等の予定を施設長に届けて、承認を受けるものとする。

　３．入所者は、本施設で次の行為をしてはならないものとする。

　　(イ)　けんか、口論、泥酔等他人に迷惑をかけること。

　　(ロ)　指定した場所以外での喫煙。

　　(ハ)　営利行為、宗教等の勧誘及び特定の政治活動を行うこと。

　　(二)　その他この規程の定めに反すること。

第１０条（留意事項の事前説明）

　　　本施設は、サービス提供に際して、入所者及びその家族に対し、入所期間、サービス内容、利用料、送迎、施設利用の注意事項等、その他のサービス利用に関する留意事項を、重要事項説明書及び契約書に明記し、利用者に説明するものとする。

第１１条（入所者側の留意事項）

　１．   入所者は、他の利用者が適切なサービスの提供を受けるための権利・機会等を侵害してはならない。　２．入所者は、本施設の設備・備品等の使用にあたっては、本来の用法に従い使用することとし、これ
に反した使用により事業者に損害が生じた場合は、賠償するものとする。

３．本施設は、入所者の重大な過失により、入所者の身体等に被った損害に対しては、賠償を減じることができるものとする。

六、緊急時に於ける対応方法

第１２条（緊急対応）

　　　本施設がサービスの提供を行っているときに、入所者に病状等の急変（異常事態）が生じた場合、また、その他必要な場合には、看護職員及び介護職員等により迅速且つ適切な処置を行い、速やかに主治医への連絡、そして利用者の家族に対する連絡などの必要な措置を講ずるものとする。

第１３条（非常災害対策）

　１．本施設は、消防法で定める防火管理者を置き、消防計画の作成、当該消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施、消火活動上必要な施設の点検及び整備、火気の使用又は取り扱いに関する監　　督、避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理並びにその他防火管理上必要な業務を行い、火災　　等非常災害時に於ける対策を常に整備し、不慮の事態に備えるものとする。

　２．消防訓練及び避難訓練・救出訓練は、年２回実施する。

七、その他運営に関する重要事項
第１４条（職員の研修）

　　　本施設は、介護職員等の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、　　業務体制を整備する。

　　　○　新規採用時研修　　　　　　　採用時１日間

　　　○　業務研修　　　　　　　　　就業後２週間

　　　○　業務ミーティング　　　　　月１回

第１５条（内容、手続の説明及び同意）

　　　本施設は、施設サービスの提供の開始に際しては、あらかじめ、入所申込者またはその家族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他サービスの選択に必要な重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について、入所申込者の同意を得るものとする。

第１６条（身分証の携行）

　　　本施設の従業者は、身分証を携行し、入所者及びその家族から求められた時は、これを提示する　　ものとする。

第１７条（保険給付の償還請求のための証明書の交付）

　　　本施設は、地域密着型サービス（法定代理受領サービスである場合を除く）に係る費用の支払いを受けた場合には、提供したサービスの内容、費用の額その他必要な事項を記載したサービス提供証明書を入所者に対して交付するものとする。

第１８条（秘密保持等）

　１．本施設は、本施設の従業者及び従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、就業規則に秘密保持義務を規定し、日々の唱和等により指導を徹底するものとする。

２．本施設は、本施設の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者、またはその家族の秘密を漏らすことがないよう、その旨を雇用契約書に明記する等の必要な措置を講じるものとする。

　３．本施設は、入所検討会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、関係する居宅介護支援事業所と確認の上、利用者またはその家族の同意をあらかじめ文書により得ておくものとする。

第１９条（記録の整備）

　　　本施設は、従業者、設備、備品、会計及びサービスの提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。

第２０条（苦情処理）

　１．本施設は、サービスの提供に対する入所者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するも　　のとする。また、そのための受付窓口を設置する。

　２．本施設は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録するものとする。

　３．本施設は、自ら提供したサービスに関し、法第２３条の規定により市区町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市区町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び入所者からの苦情に関して市区町村が行う調査に協力するとともに、市区町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。

　４．本施設は、市区町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市区町村に報告するもの　　とする。

　５．本施設は、サービスに対する入所者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第２号の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号の指導または助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。

　６．本施設は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康

　　保険団体連合会に報告するものとする。

　７．本施設は、苦情受付窓口に｢ご意見箱｣を設置する。

第２１条（損害賠償）

　　　本施設は、入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、相当範囲内において損害賠償を速やかに行うものとする。

第２２条（衛生管理等）
１．本施設は、入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行うものとする。
　２．本施設は、本施設において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めて行くものとする。

第２３条（業務継続計画）
　１．本施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する介護保険施設サービスの提供を継続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとする。

　２．本施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を年２回以上定期に実施するものとする。

　３．本施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。
第２４条（虐待の防止）
　　本施設は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講ずるものとする。
　　（１）本施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図るものとする。

　　（２）本施設における虐待防止のための指針を整備する。
　　（３）本施設において、介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施するものとする。
（4） 前３号に掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置くものとする。
第２５条（身体拘束等）
１．本施設は、原則として入所者に対し身体拘束を行わない。

　２．本施設は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずる。　
（１）身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その内容について従業者に周知を図るものとする。
（２）身体拘束等の適正化のための指針を整備する。
（３）身体拘束等の適正化のための研修を定期に実施する。
　３．本施設は、入所者または他の利用者等の生命または身体を保護するため、緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、入所者またはその家族に対し、事前に、身体拘束の根拠、内容、見込まれる期間について説明し、同意を得る。
　４．本施設は、入所者に対し身体拘束を行う場合には、次の事項を介護サービス記録に記載する。
　（１）入所者に対する身体拘束を決定した者の氏名、身体拘束の根拠、内容、見込まれる期間及び実施された期間。

　（２）前項に基づく入所者またはその家族に対する説明の時期及び内容、その際のやりとりの概要。
第２６条（褥瘡対策等）
　　本施設は、入所者に対し良質なサービスを提供する取り組みのひとつとして、褥瘡が発生しないよう適切な介護に努めるとともに、褥瘡対策指針を定め、その発生を防止するための体制を整備する。

第２７条（協力医療機関等）
　１．本施設は、入所者の病状の急変等に備えるため予め、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるものとする。
　（１）入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。

　（２）本施設からの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。
　（３）利用者の病状が急変した場合等において、本施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を必要とすると認められた入所者の入院を原則受け入れる体制を確保していること。

　２．本施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を行政機関に届出るものとする。
　３．本施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった倍においては、再び本施設に速やかに入所できるように努めるものとする。
　

　　　運営規程等に定めのないその他の重要事項については、社会福祉法人成寿会と本施設の管理者に　　よる協議の上で定めるものとする。

（附則）

　　この規程は、令和　３年　４月　１日から施行する。
この規程は、令和　３年　５月　１日から施行する。
この規程は、令和　３年　６月　１日から施行する。
この規程は、令和　３年　８月　１日から施行する。
この規程は、令和　３年　９月　１日から施行する。
この規程は、令和　３年１０月　１日から施行する。
この規程は、令和　４年　７月　１日から施行する。
この規程は、令和　４年１０月　１日から施行する。
この規程は、令和　５年　４月　１日から施行する。
この規程は、令和　５年　７月　１日から施行する。
この規程は、令和　６年　４月　１日から施行する。
この規程は、令和　７年　９月　１日から施行する。

この規程は、令和　８年　８月　１日から試行する。

